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あらまし 適応フィルタを用いたスピーカの高調波

ひずみ率測定において，適応フィルタで基本成分パ

ワー推定時の誤差信号から高調波成分パワーを推定す

ることにより，微少レベル信号測定時の適応フィルタ

の収束特性を向上させ測定精度を改善する方法を提案

する.

キーワード スピーカ，高調波ひずみ，ひずみ率測

定，適応フィルタ

1.まえが‘き

スピーカで再現される音響信号に含まれるひずみ成

分において，主要なひずみの一つが高調波ひずみであ

る[1].高調波ひず、み率測定はスペクトル解析により測

定するのが一般的であるが，我々は今までに新たな測

定法として，適応 FIRフィルタを用いたスピーカの

高調波ひずみ率測定法を提案し， DSPを用いた測定

実験により提案測定法の有効d性を確認している [2].本

測定法は，短時間での測定が可能で，また計算量が小

さく安価な DSPなどへの実装も容易である.しかし，

微少レベルの高調波ひずみの測定では，測定値の周期

的な変動が大きく，測定精度における課題であった.

2. 適応フィルタを用いたスピーカの高調波ひずみ

率測定法

スピーカの高調波ひずみ率は，スピーカにテスト信

号となる正弦波信号を入力し，そのときのスピーカ再

生音の全振幅パワーに対する高調波成分パワーの比と

して測定されるが[3]，実用上はテスト信号と同じ周波

数の基本波成分パワーに対する高調波成分パワーの比

で正確に測定できる [2].

適応フィルタを用いたスピーカの高調波ひずみ率

測定システムの概要を図 1に示す.ここで，テス

ト信号周波数を!I，測定する高調波成分周波数を
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図 1 適応フィルタを用いた測定システムの概要
Fig. 1 Outline of m号asurementsystem using adap-

tive filter. 

!n=nx!I(η=  2，3，"')とする.図 1では，参照信

号 r(t)にんの正弦波信号を入力する.このときフィ

ルタ係数は，フィルタ出力 z(t)とスピーカ出力を受音

したマイクロホン信号m(t)との誤差巴(t)が最小にな

るように収束していく.フィルタ係数収束時の z(t)は，

m(t)に含まれる周波数 !n成分と同振幅で逆位相の正

弦波となるので，その二乗平均から高調波成分パワー

が得られる.本測定法は，適応フィルタを用い r(t)の

周波数を変化させることで，容易に様々な高調波成分

を測定できる.適応フィルタを用いた測定法としては，

今までに LMSアルゴリズム及ぴDXHSアルゴリズ

ム[4]を用いた測定法を提案している.

3. 適応フィルタを用いた測定法の測定精度

3.1 フィルタ係数収束時の残留誤差

LMSアルゴリズムにおいて，時刻 tにおけるフィ

ルタ係数ベクトル h(t)及び誤差信号 e(t)は，式 (1)，

式 (2)で定義できる.

h(t + 1) = h(t) +με(t)u(t) 

ε(t) = d(t) -uT (t)h(t) 

(1) 

(2) 

ここで μは更新係数， u(t)はフィルタ入力ベクトル，

d(t)は所望信号である.式 (1)の右辺第 2項は，フィ

ルタ係数を推定する際のこう配ベクトルに相当し 1回

当りの修正量である.このこう配ベクトルは，有限長

の入力データサンプルから推定しなければならず雑音

を含むため，多数回繰返し後の二乗平均誤差e(∞)は，

最急降下アルゴリズムで得られる最小二乗誤差 e=加

より大きい.ε(∞)と cminの差は，残留誤差とも呼ば

782 電子情報通信学会論文誌 A Vol. J94-A NO.10 pp.782-786 @ (社)電子情報通信学会 2011



レター

れる.理想的には，フィルタ係数ベクトルが収束に近

づくほどこう配ベクトルの大きさが小さくなり，最終

的に収束状態ではこう配ベクトルの大きさは Oで安定

する.しかし，実際は残留誤差のため収束状態でのこ

う配ベクトルの大きさは 0にはならず，収束値付近で

小振幅の振動が発生する.このような現象は， DXHS 

アルゴリズムでも同様である.

3.2 適応フィルタを用いた測定法の残留誤差の影響

適応フィルタを用いた高調波ひずみ率測定において，

測定精度に大きな影響を与えるのが残留誤差である.

残留誤差が大きい場合，測定値に大きな周期的振動が

発生し測定が困難となる.残留誤差の影響を低減する

方法として μを小さくするのが簡単であるが，その分

収束時闘が長くなり測定時間に悪影響を与える.

スピーカの高調波ひずみ率測定では，m(t)はテス

ト信号による基本波成分とその高調波成分のほかに，

他のひずみ成分や外部雑音などを含む.しかし，測定

は通常は無響室などの静音環境で行われ，他のひず

み成分は高調波ひずみに比べ小さい.また高調波ひ

ずみ率はおおよそ -40dB程度以下であることが多い

ので，m(t)のほとんどを占めるのは基本波成分とな

る[2]，[5].そのため基本波成分測定時は， ε(t)が非常

に小さくなるので残留誤差も小さい.しかじ高調波成

分測定時は，仮に高調波成分が正確に推定されたとし

ても， ε(t)はm(t)から測定高調波成分のみが除かれ

た信号であり，基本波成分は残っているため残留誤差

は大きいままである.よって適応フィルタを用いた測

定法では，微少レベルの高調波成分ほど残留誤差の影

響が大きく正確な測定が困難となる.

4. 適応フィルタを用いた測定法の測定精度の改善

4.1 原理

振幅 Ao，周波数 h(角周波数ω1=2πh)のテス

ト信号をお(t)= Ao sin(ω1t)とする.x(t)でスピーカ

を駆動したとき，高調波ひずみに比べ他のひずみ成分

やアンプ，マイクロホンによるひずみや内部雑音が無

視できるほど小さいと仮定すると，m(t)は式 (3)で定

義できる.

，A
V
 +

 
ω
 

n
 

A
 

∞乞m
 

(3) 
n=l 

式 (3)において，n=lが基本波成分，n三2が高

調波成分である.適応フィルタを用いた測定法では，

図 1より式 (2)の d(t)はm(t)であるので，第 N

次高調波ひずみ率測定での e(t)が最小になるのは，

m(t) = AN sin(Nω1+ゆN)の場合，つまり m(t)に第

N次高調波成分のみ含まれている場合である.よって，

高調波ひず、み率測定時に m(t)から前処理で測定高調

波成分以外を除去できれば適応フィルタによって正確

な高調波ひずみ率測定ができる.しかし，ここでm(t)

のほとんどを占めるのが基本波成分A1sin(ωd+φ1) 

であることを考えると，基本波成分のみ除去するだけ

でも，今までに比べ高調波成分推定時の残留誤差は大

きく削減できる.m(t)から測定周波数成分以外を除

去するには BPFを用いる方法がある.しかし，この

方法では測定周波数成分の数だけのフィルタ係数が必

要となり，フィルタ係数の生成や保存のためのメモリ

領域などの問題がある.また適応型 BPFも提案され

ているが，計算量や実装規模の点が問題となるものと

考えられる.一方，基本波成分のみの除去の場合，適

応フィルタによる基本波成分推定の際の誤差信号が基

本波成分のみを除去した信号になるので，適応フィル

タを一つ追加するだけで実現でき，計算量，実装規模

の点でも有用である.適応フィルタ法では，除去に要

する収束時間の問題が挙げられるが，基本波成分のよ

うな大きな信号では更新係数を大きくして収束速度を

上げても十分高精度に除去でき，測定時間に大きな影

響は与えない.

そこで本論文では，もう一つの適応フィルタにより

マイクロホン出力から基本波成分を除去した信号を用

いることにより，従来の適応フィルタを用いた高調波

成分推定精度を改善する方法を提案する.

4.2 基本波成分推定時の誤差信号を用いた高調波

ひずみ率測定システム

基本波成分は，推定時の残留誤差も小さく適応フィ

ルタを用いても正確に推定できる.そこで提案改善法

では，マイクロホン出力から基本波成分を除去した信

号として，適応フィルタで基本波成分を推定する際の

誤差信号を用いる.

基本波成分を推定するとき，フィルタ係数が収束し

た時点の誤差信号はマイクロホン信号から基本波成分

を除いた信号となる.そこで，図 2のように二つの

適応フィ jレタ AFilterl，AFilter2を用意し， AFilterl 

ではマイクロホン信号から基本波成分の推定を行い，

同時に AFilter2では， AFilterlのe(t)をAFilter2の

d(t)として高調波成分の推定を行う.

本提案測定システムは，適応フィルタを二つにする

ことにより計算量，実装規模は従来の適応フィルタを

用いた測定法の約 2倍となる.しかし適応フィルタの
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図 2 提案測定システム
Fig. 2 Outline of the propose measurement sys七em.

計算量や実装コストは小さいため，小規模の DSPへ
も十分に実装可能である.

5. 測定実験

5.1 測定条件

本提案改善法の性能評価のため，同じ測定条件にお

いてスペクトル法，従来法及び提案改善法による適応

フィルタ法を DSPシステムに実装し測定実験を行っ

た.適応フィルタ法は， LMSアルゴリズム， DXHS 

アルゴリズム各々で測定を行い，測定は本研究室所有

の簡易無響室で行った.無響室の暗騒音は約40dB(C)

である.測定条件を表 1に示す.

5.2 測定結果

5.2.1 高調波ひずみ率の変動

図 3，図 4に， h = 1000Hzで LMSアルゴリズム

を用いた場合の適応フィルタを用いた従来測定法と提

案改善法において，フィルタ係数 1000ステップ更新

ごとの測定値を示す.各図の横軸は測定時間，縦軸の

HDLは基本波成分パワーに対する高調波成分パワー

により得られた高調波ひずみ率でああ.図 3，図 4よ

り，どちらもほぼ同じひずみ率に収束しているが，提

案改善法により，従来法で顕著であったひずみ率が低

い場合の周期的振動が低減されている.図 3，図 4で

は，第 7次高調波成分が大きく異なるが，図 4の測定

値がスペクトル法とほぼ同じ値を示し，従来法に対し

測定精度が改善されている.これは，本実験において
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表 1 実験条件

Table 1 Measurement condition. 

スEーカ SP

マイクロホン M1C

DSP機器

使用機器

BOSE 101MM 

B&K Hand-held Analyzer 

Type 2250 

PC1-DSP1067及び 1/0ボード

((株)コーメックス電子)

スピーカ性能
インピーダンス
再生周波数帯域
感度

許容入力

サンプリング周波数 1.
テスト信号周波数 h
SP. M1C間距離 D

テスト信号レベル
入力信号 LPF

6f1 

70Hz-17kHz 

86dB/W/m 

45 W rms (1EC268-5)， 
150W rms (peak) 

測定条件

16000Hz 

500 Hz， 1000 Hz， 1600 Hz 

1m 

90dB(C) 

10kHz 

吾画室宍すメータ
スペクトル法 時間窓長 32768，ハニング窓

同期加算数 20

LMSアルゴリズム μ=  1.0 X 10-15，タップ長 64

DXHSアルゴリズム μ=  4.0 X 10-6 

-45 

-50 

-55 

4th harmonic 

-80 

-85 
6th harmonic 

-90 
o 5 10 15 20 25 30 35 40 45 

time[se司

図 3 従来測定法 (LMSアルゴリズム， h = 1000Hz) 
Fig. 3 Conventional measurement technique. (LMS 

algorithm， h = 1000 Hz) 

18/2が hで割り切れる周波数を用いたため，図の周

波数条件で測定可能な最大高調波次数である第 7次高

調波成分が基本波成分と同じ周期性をもっ離散データ

を含む.そのため，適応フィルタを用いた測定法にお

いて基本波成分も含んだ信号を用いて推定した場合，

第7次高調波成分に重なった基本波成分が大きな影響

を与えているものと考えられる.また， DXHSアル

ゴリズムを用いた測定法でも従来法，提案改善法とも

図 3，図 4と同じ結果を示した.更に，他の hでの

測定結果でも，提案改善法により高調波ひずみ率の周

期的振動が抑えられていることが確認された.

本実験結果では，微少なひずみ率における収束特性
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が不安定になっているが，この原因の一つには測定機

器の A-D性能が挙げられる.A-D機器の入力端子と

GNDを直結し，無信号状態で入力値の揺らぎを確認

した結果， A-D値は LPF= 10kHz で約一30~+30

を両端としたガウス分布状の出現頻度を示した.符号

付き 16bit信号であるので理論的には約 -90dBま

で測定可能であるが，上記の揺らぎを考慮すると信号

の下位 5bitを考慮しない約 60dB程度までは安定

して測定でき，不安定ながらも 70dB程度までは測

定できるものと考えたが，実験結果も同様の傾向を示

した.

5.2.2 測定精度

h = 500 Hz， 1000 Hz， 1600 Hzでの各測定法によ

る測定債を表 2，表 3，表 4に示す.測定は，可能な

最大高調波次数まで行っている.適応フィルタ法の測

定値は，従来法，提案改善法とも測定開始後 30秒時

-45 

.50 2nd harmonic 

::lff r am c 

5th harmonic 

4th harmonic 

ー.75

〆一:斗ャ一一息~~~.
h"~""""''''''''"''''戸市~....-~ー . .._....~、~九

ー80

-85 

.90 
o 5 10 15 20 25 30 35 40 45 

百me[sec] 

図 4 提案改善法 (LMSアルゴリズム， !1 = 1000 Hz) 

Fig.4 Proposed measurement technique. (LMS al-

gorithm， !1 = 1000 Hz) 

表 2 各測定法による測定結果(!1= 500Hz) 

Table 2 Result of me田 urement.(!1 = 500 Hz) 

スベクトル法 適応フィルタ法 [dB]

[dB] LMS DXHS 
従来法 提案法 従来法 提案法

2次 -54.45 -54.24 -53.29 -51.73 -51.76 

3次 -53.48 -52.97 -51.93 -53.80 -53.68 

4次 -62.92 -62.82 .，..60.19 -59.84 -59.09 
5次 67.25 -68.09 -68.40 -66.68 -65.86 

6次 -71.52 -70.69 -70.11 -70.51 -70.55 

7次 -62.57 -62.66 -62.54 -63.49 -63.39 

8次 -78.95 本** -79.21 *** -79.78 

9次 -67.58 -66.75 -67.76 -67.98 -68.50 

10次 -82.00 キ** -81.89 *** -88.69 

11次 -61.83 -61. 71 -62.43 -62.30 -62.71 

12次 -78.96 *** -77.78 *** -78.64 

13次 -77.28 -76.68 -77.07 *** -80.17 

14次 -85.45 *** -84.34 *** -84.66 

15次 -74.67 -59.21 -75.05 -59.50 -76.20 

点の測定値ある.各表において適応フィルタ法で太字

で示している値は文献[2]の場合と同じく，スペクト

ル法による測定値との誤差が土3dB以内の高調波成

分である.また，フィルタ出力が収束値付近に到達し

でもなお 3dB以上の振動が持続されるため測定不可

と判断した高調波成分は，*料，で示した.

表 2，表 3，表 4より，適応フィルタを用いた測定

法では，従来法に比べ本提案法の方がより多くの高調

波成分を正確に測定できている.また，f8 = 500Hz 
の第 15次，f8 = 1000Hzの第 7次，f8 = 1600Hzの

第4次高調波のように，従来法では 5.2.1で述べた理

由により誤測定が発生する高調波成分も，本提案、法に

より正確な測定がなされている.

5.2.3 測定時間及び演算量

本提案測定法は適応フィルタを二つ用いており，測

定値の出力形式は異なるがシステム構成としては文

献[2]における二つの適応フィルタを用いた高調波ひ

ずみ率測定法とほぼ同じである.そのため，測定時間

及び演算量についても文献[2]での評価がそのまま用

いられる.

スペクトル法 (FFT法)の場合，本実験での測定

条件では一回の FFTに要するデータ長が約 2秒とな

り， SN比低減のため少なくとも 10回程度の同期加算

を考えると測定時間は 20秒程度となる.一方，本提

案法では図 3，図 4はAFil七er2のフィルタ出力なの

で収束に 15秒程度時間を要しているが，文献[2]の測

定法による高調波ひずみ率ではほぼ 1秒以内で測定で

表 3 各測定法による測定結果(!1= 1000 Hz) 

Table 3 Result of measurement. (!1 = 1000Hz) 

スベクトル法 適応フィルタ法 [dB]

[dB] LMS DXHS 

従来法 提案法 従来法 提案法

2次 -50.06 -49.87 -50.34 -50.27 -50.73 

3次 -52.14 -52.31 -52.32 -52.45 -52.40 

4次 66.62 -66.75 -66.47 66.86 -66.59 

5次 -67.22 -66.96 -67.51 -66.74 -67.18 

6次 81.06 *** -79.00 キ** 75.68 

7次 -87.62 -60.05 -87.30 -59.40 -80.22 

表 4 各測定法による測定結果(!1= 1600 Hz) 
T包ble4 Result of measurement. (!1 = 1600 Hz) 

I ..... _"  J... I ..ヰ l 適応フィルタ法 [dB]

LMS DXHS 
従来法 提案法|従来法 提案法

-54.65 -54.50 I -54.60 -54.46 

-51.53 -51.49 I -51.41 -51.45 

60.36 *** I -60.27 *** 

次
次
次

η

A

q

d

A生
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表 5 計算量及び実装規模

Table 5 Implementation cost. 

スペクトル法

LMS適応フィルタ
DXHS適応フィルタ

計算量

O(NlogN) 

O(L) 
0(1) 

メモリ量

2 x N 

2xL 

きる.更に本提案手法により微少レベルのひずみ率に

対しでも安定したフィルタ出力が得られ高調波ひずみ

率を短時間で測定できる.

計算量及び実装規模については， FFTの時間窓長

N， LMS適応フィルタのフィルタ長 L，測定に用いる

マイクロホン出力データ長を M，l回の処理に要する

計算量は表 5のように定義でき，本提案法はスペクト

ル法に比べ計算量，実装規模ともに大幅に小さい.

6. むすび

本論文では，適応フィルタを用いたスピーカの高調

波ひずみ率測定法の測定精度改善手法として，適応

フィルタにおける残留誤差に注目し，マイクロホン信

号から基本波成分を除去した信号を用いることにより

微少な高調波ひずみ率の測定精度を改善する方法を提

案し，測定実験により性能評価を行った.測定実験よ
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り，提案測定法により従来法で課題であった微少レベ

ルの高調波ひずみ率に大きく発生する測定値の周期的

振動が除去され，従来法に比べより多くの高調波成分

を正確に測定できることを確認した.
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